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                                     第 172 号議案 

 

令和 6年度浜松市一般会計補正予算（第６号） 

 

 令和 6 年度浜松市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第 1 条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 2,455,000 千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ 410,563,000 千円とする。 

2  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第 2 条 地方自治法第 213 条第 1 項の規定により翌年度に繰り越して使用することのできる

経費は、「第 2 表 繰越明許費」による｡ 

 

 

   令和 6 年 12 月 11 日 提出 

                        静岡県浜松市長  中  野  祐  介 
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第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入

款 項

千円 千円 千円

 18 国庫支出金 78,905,914 2,455,000 81,360,914 

  2 国庫補助金 23,335,294 2,455,000 25,790,294 

408,108,000 2,455,000 410,563,000 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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     歳        出

款 項

千円 千円 千円

  3 民生費 130,285,787 2,455,000 132,740,787 

  1 社会福祉費 31,805,800 2,455,000 34,260,800 

408,108,000 2,455,000 410,563,000 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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第２表　繰越明許費

千円

3 民生費 1 社会福祉費
住民税非課税世帯に対する物価高騰対応重点支
援給付金支給事業
（人件費）

1,107

3 民生費 1 社会福祉費
住民税非課税世帯に対する物価高騰対応重点支
援給付金支給事業
（事務費）

203,893

3 民生費 1 社会福祉費
住民税非課税世帯に対する物価高騰対応重点支
援給付金支給事業
（給付費）

2,250,000

款 項 事　　業　　名 金　額
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令和６年度 

 
 
 

補正予算に関する説明書 
 

一般会計補正予算（第６号） 
（第４回市議会定例会） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和６年１２月 
 
 
 

浜  松  市 
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 この説明中、歳入歳出補正予算事項別明細書における２歳入、３歳出については、予算審議の 
 
便に供するため、議決科目である款項を予算執行科目の目節と同時に記載し、表罫二本線（  ） 
 
で議決科目と執行科目の区分を明確化したものである。 
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1  総    括

  （歳　　入）

千円 千円 千円

  1 市税 147,200,000    -    147,200,000    

  2 地方譲与税 3,765,000    -    3,765,000    

  3 利子割交付金 52,000    -    52,000    

  4 配当割交付金 742,000    -    742,000    

  5 株式等譲渡所得割交付金 1,157,000    -    1,157,000    

  6 分離課税所得割交付金 133,000    -    133,000    

  7 法人事業税交付金 2,150,000    -    2,150,000    

  8 地方消費税交付金 20,284,000    -    20,284,000    

  9 ゴルフ場利用税交付金 85,000    -    85,000    

 10 環境性能割交付金 772,000    -    772,000    

 11 軽油引取税交付金 6,365,000    -    6,365,000    

 12 国有提供施設等所在市町村助成交付金 334,000    -    334,000    

 13 地方特例交付金 6,121,227    -    6,121,227    

 14 地方交付税 38,331,805    -    38,331,805    

 15 交通安全対策特別交付金 336,000    -    336,000    

 16 分担金及び負担金 670,474    -    670,474    

 17 使用料及び手数料 4,612,994    -    4,612,994    

 18 国庫支出金 78,905,914    2,455,000    81,360,914    

 19 県支出金 22,751,215    -    22,751,215    

 20 財産収入 1,396,596    -    1,396,596    

 21 寄附金 3,436,969    -    3,436,969    

 22 繰入金 20,035,436    -    20,035,436    

 23 繰越金 5,868,507    -    5,868,507    

 24 諸収入 10,658,463    -    10,658,463    

 25 市債 31,943,400    -    31,943,400    

408,108,000    2,455,000    410,563,000    

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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  （歳　　出）

款

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

  1 議会費 973,498 - 973,498 

  2 総務費 50,787,894 - 50,787,894 

  3 民生費 130,285,787 2,455,000 132,740,787 2,455,000 

  4 衛生費 31,792,096 - 31,792,096 

  5 労働費 478,418 - 478,418 

  6 農林水産業費 6,456,590 - 6,456,590 

  7 商工費 9,115,993 - 9,115,993 

  8 土木費 57,303,940 - 57,303,940 

  9 消防費 12,122,228 - 12,122,228 

 10 教育費 68,239,556 - 68,239,556 

 11 災害復旧費 5,130,000 - 5,130,000 

 12 公債費 35,222,000 - 35,222,000 

 13 予備費 200,000 - 200,000 

408,108,000 2,455,000 410,563,000 2,455,000 歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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2  歳    入

千円 千円 千円

 18 国庫支出金 78,905,914  2,455,000  81,360,914  

  2 国庫補助金 23,335,294  2,455,000  25,790,294  

  2 民生費国庫補助金 3,769,068  2,455,000  6,224,068  

計 408,108,000  

款　　項　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2,455,000  410,563,000  
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（歳　入）  18   国庫支出金

節   

千円

物価高騰対応 2,455,000  住民税非課税世帯に対する物価高騰対応重点支援給付金支給事業費に対するもの

重点支援地方

創生臨時交付

金

説 明
区 分 金 額
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3  歳    出

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

  3 民生費 130,285,787 2,455,000 132,740,787 2,455,000 

  1 社会福祉費 31,805,800 2,455,000 34,260,800 2,455,000 

  6 重点支援給付金 1,508,000 2,455,000 3,963,000 2,455,000 

支給事業費

計 408,108,000 2,455,000 410,563,000 2,455,000 

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款　　項　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳
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（歳　出）   3   民生費

節       

千円

 3 職員手当等 1,107 1 住民税非課税世帯に対する物価高騰対応重点支援給付金支給事業 2,455,000千円 

10 需用費 167 　(1) 人件費 1,107千円 

11 役務費 32,758 　　ア　職員分 1,107千円 

12 委託料 170,748 　(2) 事務費 203,893千円 

14 工事請負費 220 　(3) 給付費 2,250,000千円 

18 負担金補助及 2,250,000 

び交付金

区 分 金 額
説 明
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　１．一　般　職

（１）総　括

報　　酬 給　　料 職員手当 計

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(6,145)

補正後 8,812 6,032,275 38,815,018 27,192,831 72,040,124 13,685,895 85,726,019

(6,145)

補正前 8,812 6,032,275 38,815,018 27,191,724 72,039,017 13,685,895 85,724,912

(0)

比　較 0 0 0 1,107 1,107 0 1,107

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正後 8,633 886,764 1,210,945 673,802 465,105 10,704 424,456

補正前 8,633 886,764 1,210,945 673,802 465,105 10,704 424,456

比　較 0 0 0 0 0 0 0

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正後 33,915 1,715,065 599,124 4,599 3,673 9,757,365 7,785,189

補正前 33,915 1,713,958 599,124 4,599 3,673 9,757,365 7,785,189

比　較 0 1,107 0 0 0 0 0

千円 千円 千円

補正後 243,545 3,369,947

補正前 243,545 3,369,947

比　較 0 0

注　（　）内は再任用短時間勤務職員数及び短時間勤務の会計年度任用職員数の合計を外書きしたものである。

給 与 費 明 細 書

合　　計 備　　考

通 勤 手 当 住 居 手 当

共 済 費区　分

給　　　　与　　　　費

初任給
調整手当

地 域 手 当扶 養 手 当

へき地手当

職員数

職
　
　
　
員
　
　
　
手
　
　
　
当
　
　
　
の
　
　
　
内
　
　
　
訳

退 職 手 当
義務教育等

教員特別手当
区　分

区　分

区　分

勤 勉 手 当期 末 手 当

特殊勤務手当単身赴任手当

宿日直手当管理職手当
時間外勤務
手　　　当

管理職員
特別勤務手当

災害派遣手当
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

報　　酬 給　　料 職員手当 計

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(409)

補正後 8,812 38,815,018 26,045,034 64,860,052 12,787,806 77,647,858

(409)

補正前 8,812 38,815,018 26,043,927 64,858,945 12,787,806 77,646,751

(0)

比　較 0 0 1,107 1,107 0 1,107

初任給
調整手当

扶 養 手 当 地 域 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当 単身赴任手当 特殊勤務手当

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正後 8,633 886,764 1,210,945 673,802 465,105 10,704 424,456

補正前 8,633 886,764 1,210,945 673,802 465,105 10,704 424,456

比　較 0 0 0 0 0 0 0

へき地手当
時間外勤務
手　　　当

管理職手当 宿日直手当
管理職員

特別勤務手当
期 末 手 当 勤 勉 手 当

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正後 33,915 1,715,065 599,124 4,599 3,673 8,972,398 7,422,359

補正前 33,915 1,713,958 599,124 4,599 3,673 8,972,398 7,422,359

比　較 0 1,107 0 0 0 0 0

義務教育等
教員特別手当

災害派遣手当 退 職 手 当

千円 千円 千円

補正後 243,545 3,369,947

補正前 243,545 3,369,947

比　較 0 0

注　（　）内は再任用短時間勤務職員数を外書きしたものである。

　イ　会計年度任用職員

報　　酬 給　　料 職員手当 計

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(5,736)

補正後 0 6,032,275 1,147,797 7,180,072 898,089 8,078,161

(5,736)

補正前 0 6,032,275 1,147,797 7,180,072 898,089 8,078,161

(0)

比　較 0 0 0 0 0 0

初任給
調整手当

扶 養 手 当 地 域 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当 単身赴任手当 特殊勤務手当

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正後

補正前

比　較

へき地手当
時間外勤務
手　　　当

管理職手当 宿日直手当
管理職員

特別勤務手当
期 末 手 当 勤 勉 手 当

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正後 784,967 362,830

補正前 784,967 362,830

比　較 0 0

義務教育等
教員特別手当

災害派遣手当 退 職 手 当

千円 千円 千円

補正後

補正前

比　較

区　分
職員数

給　　　　与　　　　費
共 済 費 合　　計 備　　考

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　分

区　分

区　分

区　分
職員数

注　（　）内は、短時間勤務の会計年度任用職員数を外書きしたものである。

給　　　　与　　　　費
共 済 費 合　　計 備　　考

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　分

区　分

区　分
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増 減 額

千円 千円

給料 0 １　給与改定に

　伴う増減分

２　昇給に伴う

　増加分

３　その他の増減

　分

職員 1,107 １　制度改正に伴
手当

　う増減分

千円

２　その他の増減

　分

1,107

（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

教育職 教育職 教育職

円 円 円 円 円 円 円 円 円

326,429 360,687 320,475 520,356 320,269 331,370 394,102 359,789 302,298
円 円 円 円 円 円 円 円 円

405,336 403,526 413,918 881,470 376,804 391,724 448,937 403,687 356,255
歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

42.09 52.11 40.09 55.12 42.11 43.09 48.06 42.02 39.01
円 円 円 円 円 円 円 円 円

326,455 360,779 320,475 520,356 320,269 331,370 394,102 359,808 302,298
円 円 円 円 円 円 円 円 円

391,107 402,795 430,391 884,178 365,143 381,611 447,800 402,941 349,296
歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

42.08 52.10 40.08 55.11 42.10 43.08 48.05 42.01 38.12

備　　　　　　　　　考

1,107 初 任 給 調 整 手 当

増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　　明

扶 養 手 当
地 域 手 当
通 勤 手 当
住 居 手 当
単 身 赴 任 手 当
特 殊 勤 務 手 当
へ き 地 手 当
時 間 外 勤 務 手 当
管 理 職 手 当
宿 日 直 手 当
管 理 職 員
特 別 勤 務 手 当
期 末 手 当
勤 勉 手 当
義 務 教 育 等 教 員
特 別 手 当
災 害 派 遣 手 当
退 職 手 当

(幼稚園)

令和６年
11月１日
現　　在

平均給料月額

平均給与月額

平 均  年 令

医　療
技術職

区　　　　　　　　　　　　分
一　般
行政職

技　能
労務職

消防職

令和６年
10月１日
現　　在

平均給料月額

平均給与月額

平 均  年 令

(高　校) (小中学校)
医師職

看　護
保健職
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イ　初　任　給

円 円 （准看） 円

円 円 円 円 円 （看護） 円 円 円 円

から

まで

一般職 円 （准看） 円

総合職 円 円 円 円 円

から
一般職

まで

ウ　級別職員数

注　（　）内は再任用短時間勤務職員数を外書きしたものである。

（級別の標準的な職務内容）

区　　分 一般行政職 技能労務職 消防職 医師職 医療技術職 看護保健職
教育職 教育職 教育職

（高　校） （小中学校） （幼稚園）

市の制度

高校卒
経験年数に
応じて

198,039 198,039 198,039

大学卒
229,705

189,079
229,705 291,400 234,186 229,705 256,586 256,586 229,705

242,127

国の制度

高校卒
経験年数に
応じて

188,000 207,700

大学卒
230,000 166,500

291,400 227,400 255,400
220,000 240,900

区
　
　
分

級

一般行政職 技能労務職 消　防　職 医　師　職

職 構 職 構

医療技術職 看護保健職
教　育　職 教　育　職 教　育　職

（高　校） （小中学校） （幼稚園）

職 構 職 構 職 構 職 構 職 構 職 構 職 構
員 成 員 成 員 成 員 成 員 成 員 成 員 成 員 成 員 成
数 比 数 比 数 比 数 比 数 比 数 比 数 比 数 比 数 比

令

和

６

年

11

月

１

日

現

在

１
人 ％ 人 ％

1,275 39.5

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

235 7.3 2 1.3 76 8.5 6 4.1 3 1.4 21 8.0

２
(181) (100.0)

468 14.5 2 1.3 81 9.0 1 16.7 27 18.5 25 11.6 74 93.7 3,358 90.9 54 20.5

３
(188) (100.0) (23) (100.0) (3) (100.0) (6) (100.0) (2) (100.0)

528 58.9 2 33.3 70 48.0 109 50.5 2 2.5 185 5.0 141 53.6

４
(43) (100.0)

646 20.0 4 2.6 73 8.2 3 50.0 22 15.0 43 19.9 3 3.8 150 4.1 41 15.6

５
253 7.8 145 94.8 74 8.3 8 5.5 18 8.3 6 2.3

６
152 4.7 40 4.5 6 4.1 10 4.6

７
108 3.4 13 1.4 6 4.1 7 3.2

８
50 1.6 9 1.0 1 0.7

９
39 1.2 2 0.2 1 0.5

計
(188) (100.0) (43) (100.0) (23) (100.0) (3) (100.0) (6) (100.0) (181) (100.0) (2) (100.0)

3,226 100.0 153 100.0 896 100.0 6 100.0 146 100.0 216 100.0 79 100.0 3,693 100.0 263 100.0

令

和

６

年

10

月

１

日

現

在

１
234 7.2 2 1.3 76 8.5 6 4.1 3 1.4 21 8.0

２
(181) (100.0)

468 14.5 2 1.3 81 9.0 1 16.7 27 18.5 25 11.6 74 93.7 3,357 90.9 54 20.5

３
(188) (100.0) (23) (100.0) (3) (100.0) (6) (100.0) (2) (100.0)

1,276 39.6 528 58.9 2 33.3 70 48.0 109 50.5 2 2.5 185 5.0 141 53.6

４
(43) (100.0)

646 20.0 4 2.6 73 8.2 3 50.0 22 15.0 43 19.9 3 3.8 150 4.1 41 15.6

５
253 7.8 146 94.8 74 8.3 8 5.5 18 8.3 6 2.3

６
152 4.7 40 4.5 6 4.1 10 4.6

７
108 3.4 13 1.4 6 4.1 7 3.2

８
50 1.6 9 1.0 1 0.7

９
39 1.2 2 0.2 1 0.5

計
(188) (100.0) (43) (100.0) (23) (100.0) (3) (100.0) (6) (100.0) (181) (100.0) (2) (100.0)

3,226 100.0 154 100.0 896 100.0 6 100.0 146 100.0 216 100.0 79 100.0 3,692 100.0 263 100.0

区 課 長

専 門 監

本庁課長
担当課長
副 参 事

区　分 １・２級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級

次　　長
副 区 長
参　　事

部　　長
担当部長

会計管理者
区　　長
参　　与

７　級 ８　級 ９　級

職　名
事務職員

技術職員
主 　任

区課長補佐
副 主 幹
副 技 監

本庁課長補佐
主　　幹
技　　監
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エ　昇給

教育職 教育職

人 人 人 人 人
167  889  141  3,759  272  

167  889  141  3,759  272  

123  653  103  2,706  200  

35  187  30  940  57  

  105    

9  49  8  8  15  

100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  

167  889  141  3,759  272  

167  889  141  3,759  272  

123  653  103  2,706  200  

35  187  30  940  57  

  105    

9  49  8  8  15  

100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  

オ　期末・勤勉手当

注　（　）内は再任用職員の支給率である。

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　分 合　　計

代　　表　　的　　な　　職　　種

一　般
行政職

技　能
労務職

消防職 医師職
医　療
技術職

看　護
保健職

教育職

(高　校) （小中学校） （幼稚園）

補
　
　
正
　
　
後

　職　員　数　（Ａ）
人 人 人 人 人

8,812  3,280  6  219  79  
　昇給に係る 人
　職員数　　　（Ｂ） 8,812  3,280  6  219  79  

号給数別

内　訳

2号給
人

4号給
人

6号給
人

2,005  

6,419  57  

  

7号給
人

107    2  

8号給
人

281  180  12    

  比　　率　(B)／(A)
％

100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  

補
　
　
正
　
　
前

　職　員　数　（Ａ）
人

8,812  3,280  6  219  79  
　昇給に係る 人
　職員数　　　（Ｂ） 8,812  3,280  6  219  79  

号給数別

内　訳

2号給
人

4号給
人
  

6,419  2,411  5  161  57  

6号給
人

2,005  689  1  46  20  

7号給
人

107    2  

8号給
人

281  180  12    

  比　　率　(B)／(A)
％

100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  

区　　分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　考
６　月 １２　月

補 正 後

月分 月分 月分

有

２．３５ ４．６０

（１．１７５）（１．２２５） （２．４０）

２．２５ ２．３５ ４．６０

２．２５ ２．３５ ４．６０

補 正 前 有（１．１７５）（１．２２５） （２．４０）

２．２５

25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度
その他の

加算措置等

国の制度 有（１．１７５）（１．２２５） （２．４０）

備　考

支給率等

月分 月分 月分 月分 定年前早期退職
特例措置

(3％～45％加算)

区　　分 20年勤続の者

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９

国の制度
定年前早期退職

特例措置
(2％～45％加算)

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９

2,411  5  161  

1  46  20  689  
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　　キ　地　域　手　当

　　ク　特殊勤務手当

教育職 教育職 教育職

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1.2  0.3  3.0  3.0  37.9  0.2  0.8  2.9  1.5  

38.2  14.9  43.8  84.0  100.0  18.5  24.1  64.6  50.8  

　　ケ　その他の手当

区　　分
国の制度
との異同

扶養手当 異

住居手当 異

支給対象地域

浜　　　　松　　　　市

東　京　都医療業務に従事する
職員のうち

市長が定める者
その他の者

 支      給      率
％ ％ ％

１６ ３ １８

支 給 対 象 職 員 数
人 人 人

８，８０５ ７

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

％ ％ ％

１６ ３ ２０

技　能
労務職

消防職 医師職
医　療
技術職

看　護
保健職 （高　校） （小中学校） （幼稚園）

給料総額に対する比率

支給対象職員の比率
（令和６年１１月１日現在）

代表的な特殊勤務
手当の名称

調査収納手当・社会福祉業務手当・環境衛生手当

区　　　　分 全職種

代　　表　　的　　な　　職　　種

一　般
行政職

内　　　　　　容 国　の　制　度　の　内　容

　他に生計の途がなく主としてその職員の扶養を受
けている親族のある職員。
・ 配偶者、父母等　6,500円
　行政職給料表８級及びこれに相当する職務の職員
にあっては、3,500円。
　行政職給料表９級及びこれに相当する職務の職員
に対しては、支給しない。
・ 子　11,000円
　特定期間（15～22歳）にある子がいる場合は、１
人につき5,000円を加算。

　他に生計の途がなく主としてその職員の扶養を受
けている親族のある職員。
・ 配偶者、父母等　6,500円
　行政職俸給表（一）８級及びこれに相当する職務
の職員にあっては、3,500円。
　行政職俸給表（一）９級以上及びこれに相当する
職務の職員に対しては、支給しない。
・ 子　10,000円
　特定期間（15～22歳）にある子がいる場合は、１
人につき5,000円を加算。

　自ら居住するため住宅又は貸間を借り受け、月額
12,000円を超える家賃又は使用料を支払っている職
員。
　家賃又は使用料の額に応じて算出した額。但し、
25,700円限度。

　自ら居住するため住宅又は貸間を借り受け、月額
16,000円を超える家賃又は使用料を支払っている職
員。
　家賃又は使用料の額に応じて算出した額。但し、
28,000円限度。

通勤手当 異

①　交通機関等を利用して通勤する職員 ①　交通機関等を利用して通勤する職員

　　支給単位期間につき､運賃等相当額｡ 　　支給単位期間につき､運賃等相当額｡

　但し、一か月当たりの運賃等相当額が55,000円を 　但し、一か月当たりの運賃等相当額が55,000円を

　超えるときは、支給単位期間につき、55,000円に 　超えるときは、支給単位期間につき、55,000円に

　支給単位期間の月数を乗じて得た額が限度。 　支給単位期間の月数を乗じて得た額が限度。

　 　

②　自動車等交通用具を使用して通勤する職員 ②　自動車等交通用具を使用して通勤する職員

　　使用距離に応じて支給｡31,600円限度。 　　使用距離に応じて支給｡31,600円限度。

③　交通機関等と交通用具を併用して通勤する職員 ③　交通機関等と交通用具を併用して通勤する職員

　　①と②の合計額｡但し､55,000円限度。 　　①と②の合計額｡但し､55,000円限度。

　環境への負荷の低減を図るため、1,000円

の加算又は減額の措置あり。
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第  173 号 議  案   

令和 6年12月11日提 出   

 

   工事請負契約の一部変更について 

 

 次のとおり工事請負契約の一部を変更する。 

 

浜松市長  中  野  祐  介  

 

（令和5年12月13日 第133号議案 原案可決） 

工事の名称 工事の概要 区分 契約金額 

 

令和5年度国県道

整備国交付金事

業（社資交）（国）

152号（浜北天竜

BP）道路改良工事

（その2） 

 

・施工延長 

L=280.0m 

・掘削(土砂) 

V=48,100㎥ 

・残土処理工 

V=89,950㎥ 

・現場吹付法枠工 

 （枠内：モルタル） 

A=172㎡ 

・現場吹付法枠工 

 （枠内：植生基材） 

A=1,890㎡ 

 

変更前 742,500,000円 

変更後 792,545,600円 
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追加議案の参考資料 
 

第  172 号議案 令和６年度浜松市一般会計補正予算（第６号） 

 

第  173 号議案 工事請負契約の一部変更について 

（令和 5 年度国県道整備国交付金事業（社資交）（国）152 号（浜北天竜 BP）

道路改良工事（その 2）） 

 

令和 5年度国県道整備国交付金事業（社資交）（国）152 号（浜北天竜 BP）

道路改良工事（その 2）の工事請負契約の変更契約締結について、浜松市議

会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規

定に基づき、提案するものであります。 

 

※ 浜松市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例抄 

第２条 地方自治法第９６条第１項第５号の規定により議会の議決に付さな

ければならない契約は、予定価格３億円以上の工事又は製造の請負とする。 
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（第 173 号議案の説明資料） 

道路企画課  

 

工事請負契約の一部変更について（令和 5 年度国県道整備国交付金事業（社

資交）（国）152 号（浜北天竜 BP）道路改良工事（その 2）） 

 

（提案理由） 

（国）152 号（浜北天竜 BP）道路改良工事（その 2）の工事請負契約については、令和

５年１１月の市議会定例会において議決（第１３３号議案）され、令和７年２月２８日

までの工期で工事を進めています。 
法面工において掘削をした結果、当初の施工方法を変更する必要が生じたことから、

工事請負金額の変更契約を締結するものです。 
 

（工事概要） 

 ・工事箇所 浜松市天竜区二俣町阿蔵 地内 

 ・工事内容 施工延長              Ｌ＝  ２８０．０ｍ 

掘削(土砂)             Ｖ＝ ４８，１００㎥ 

残土処理工             Ｖ＝ ８９，９５０㎥ 

現場吹付法枠工（枠内：モルタル）  Ａ＝    １７２㎡ 

現場吹付法枠工（枠内：植生基材）  Ａ＝  １，８９０㎡ 

 

（変更内容） 

 工事変更請負契約 

 契約金額 

変更前 742,500,000円 

変更後 792,545,600円 

変更額 50,045,600円 

 

（変更理由） 

当初設計における掘削後の切土面（土砂部）の法面工は、植生工で施工する予定でし

たが、掘削をした結果、広範囲で湧水が見られ、切土面の浸食が確認されました。 

浸食による法面の崩壊を防止し、道路の安全性を確保するため、当初予定していた植

生工を、浸食に対して保護効果のある現場吹付法枠工（格子状のモルタル枠を造成し法

面の安定を図る工法）に変更する必要性が生じたことから、工事請負金額の増額変更を

行うものです。 
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Md

Dg

Dc

ＭＬ ＣＬ

1:
1.
0

1:
1.
0

1:
1.
0

1:
1.
0

1:
1.
0

1:
1.
0

1段目法面

1段目小段

2段目法面

2段目小段

3段目法面

3段目小段

4段目法面

4段目小段

5段目法面

5段目小段

6段目法面

地層境界線

想定地下水位

湧水箇所 4段目
R5-6債務工事
2・3段目

R6-8債務工事

1段目
R9工事予定

5・6段目
R4-5工事

至：浜松方面

至：天竜方面

（航空写真（令和 6年 2月撮影）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（標準横断図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（展開図）                 （断面図） 
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令和６年度 
 
 
 

補正予算の参考資料 
 
 

一般会計補正予算（第６号） 
（第４回市議会定例会） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和６年１２月 
 
 
 

浜  松  市 
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１ 令和６年度 １１月補正予算編成の基本方針 

 

今回の補正予算は、令和 6 年 11 月 22 日に「国民の安心・安全と持続

的な成長に向けた総合経済対策」が閣議決定されたことに伴い、低所得

世帯に対する支援として、住民税非課税世帯への給付金の支給に要する

経費を追加するものです。 
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補正前の額 補正額 計 備　　考

千円 千円 千円

一　般　会　計 408,108,000    2,455,000      410,563,000    

特  別　会　計 229,385,142    -              229,385,142    

国民健康保険事業 73,349,000     -              73,349,000     

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 233,000        -              233,000        

介護保険事業 74,250,000     -              74,250,000     

後期高齢者医療事業 13,496,000     -              13,496,000     

と畜場・市場事業 399,785        -              399,785        

中央卸売市場事業 652,913        -              652,913        

育英事業 80,000         -              80,000         

学童等災害共済事業 6,000          -              6,000          

小型自動車競走事業 21,369,000     -              21,369,000     

駐車場事業 352,444        -              352,444        

公債管理 45,197,000     -              45,197,000     

637,493,142 2,455,000      639,948,142    

企　業　会　計 72,797,002     -              72,797,002     

病院事業 12,437,410     -              12,437,410     

水道事業 20,956,167     -              20,956,167     

下水道事業 39,403,425     -              39,403,425     

710,290,144 2,455,000      712,745,144    

２　令和６年度　会計別予算額調

会　 計　 別

計（一般会計＋特別会計）

総　　　計
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歳　　　入

補正額 備 考

千円 % 千円 千円 %

1 市　　　税 147,200,000 36.07   -           147,200,000 35.85   

2 地方譲与税 3,765,000   0.92    -           3,765,000   0.92    

3 利子割交付金 52,000      0.01    -           52,000      0.01    

4 配当割交付金 742,000     0.18    -           742,000     0.18    

5 株式等譲渡所得割交付金 1,157,000   0.28    -           1,157,000   0.28    

6 分離課税所得割交付金 133,000     0.03    -           133,000     0.03    

7 法人事業税交付金 2,150,000   0.53    -           2,150,000   0.53    

8 地方消費税交付金 20,284,000  4.97    -           20,284,000  4.94    

9 ゴルフ場利用税交付金 85,000      0.02    -           85,000      0.02    

10 環境性能割交付金 772,000     0.19    -           772,000     0.19    

11 軽油引取税交付金 6,365,000   1.56    -           6,365,000   1.55    

12
国有提供施設等所在市町
村助成交付金

334,000     0.08    -           334,000     0.08    

13 地方特例交付金 6,121,227   1.50    -           6,121,227   1.49    

14 地方交付税 38,331,805  9.39    -           38,331,805  9.34    

15 交通安全対策特別交付金 336,000     0.08    -           336,000     0.08    

16 分担金及び負担金 670,474     0.17    -           670,474     0.16    

17 使用料及び手数料 4,612,994   1.13    -           4,612,994   1.12    

18 国庫支出金 78,905,914  19.34   2,455,000   81,360,914  19.82   

19 県支出金 22,751,215  5.58    -           22,751,215  5.54    

20 財産収入 1,396,596   0.34    -           1,396,596   0.34    

21 寄　附　金 3,436,969   0.84    -           3,436,969   0.84    

22 繰　入　金 20,035,436  4.91    -           20,035,436  4.88    

23 繰　越　金 5,868,507   1.44    -           5,868,507   1.43    

24 諸　収　入 10,658,463  2.61    -           10,658,463  2.60    

25 市　　　債 31,943,400  7.83    -           31,943,400  7.78    

408,108,000 100.00  2,455,000   410,563,000 100.00  

３　令和６年度　一般会計予算款別構成比調

款　　　別 補正前の額 計

歳　入　合　計
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歳　　　出

補正額 備 考

千円 % 千円 千円 %

1 議　会　費 973,498      0.24   -            973,498      0.24    

2 総　務　費 50,787,894   12.45  -            50,787,894   12.37   

3 民　生　費 130,285,787  31.92  2,455,000    132,740,787  32.33   

4 衛　生　費 31,792,096   7.79   -            31,792,096   7.74    

5 労　働　費 478,418      0.12   -            478,418      0.12    

6 農林水産業費 6,456,590    1.58   -            6,456,590    1.57    

7 商　工　費 9,115,993    2.23   -            9,115,993    2.22    

8 土　木　費 57,303,940   14.04  -            57,303,940   13.96   

9 消　防　費 12,122,228   2.97   -            12,122,228   2.95    

10 教　育　費 68,239,556   16.72  -            68,239,556   16.62   

11 災害復旧費 5,130,000    1.26   -            5,130,000    1.25    

12 公　債　費 35,222,000   8.63   -            35,222,000   8.58    

13 予　備　費 200,000      0.05   -            200,000      0.05    

408,108,000  100.00 2,455,000    410,563,000  100.00  

款　　　別 補正前の額 計

歳　出　合　計
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補正額 備 考

千円 % 千円 千円 %

1 人　件　費 85,310,791   20.90  1,107        85,311,898   20.78  

2 扶　助　費 90,056,348   22.07  -            90,056,348   21.93  

3 公　債　費 35,138,304   8.61   -            35,138,304   8.56   

4 物　件　費 62,100,440   15.22  203,673      62,304,113   15.18  

5 維持補修費 14,760,204   3.62   220          14,760,424   3.59   

6 補助費等 24,948,547   6.11   2,250,000    27,198,547   6.62   

7 積　立　金 1,963,411    0.48   -            1,963,411    0.48   

8 出資金・貸付金 63,640       0.01   -            63,640       0.02   

9 繰　出　金 25,741,182   6.31   -            25,741,182   6.27   

10 投資的経費 58,434,272   14.32  -            58,434,272   14.23  

(1) 補助事業 18,864,126   4.62   -            18,864,126   4.59   

(2) 単独事業 32,646,146   8.00   -            32,646,146   7.95   

(3) 国直轄事業 1,794,000    0.44   -            1,794,000    0.44   

(4) 災害復旧費 5,130,000    1.26   -            5,130,000    1.25   

11 公営企業会計支出金 9,590,861    2.35   -            9,590,861    2.34   

(1) 出資金・貸付金 947,264      0.23   -            947,264      0.23   

(2) 負担金・補助金 8,643,597    2.12   -            8,643,597    2.11   

408,108,000  100.00 2,455,000    410,563,000  100.00 

４　令和６年度　一般会計予算性質別分析調

性　質　別 補正前の額 計

計
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歳入

（単位：千円）

補正額

18 国庫支出金 2,455,000 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 2,455,000

2,455,000

５　令和６年度　１１月補正予算案の概要

款 項目

計
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歳出

（単位：千円）

補正前 補正額 補正後

民生費
0 2,455,000 2,455,000

国　物価高騰対応重点支援地方創生臨時
　　交付金 0 2,455,000 2,455,000

◆ (1) 人件費 0 1,107 1,107

【繰越明許費】

・補正理由

　住民税非課税世帯に対する物価高騰対応重点支援給付金の支給事務に要する

　人件費の追加

・補正内容

　職員手当等　1,107千円（皆増）

・財源

　国　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　1,107千円（皆増）

◆ (2) 事務費 0 203,893 203,893

【繰越明許費】

・補正理由

　住民税非課税世帯に対する物価高騰対応重点支援給付金の支給事務に要する

　経費の追加

・補正内容

　需用費  　　  167千円（皆増）

　役務費　   32,758千円（皆増）

　委託料    170,748千円（皆増）

　工事請負費　  220千円（皆増）

・財源

　国　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　203,893千円（皆増）

1 住民税非課税世帯に対する物価高騰対応重点
　支援給付金支給事業

事業・事項
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補正前 補正額 補正後事業・事項

民生費 ◆ (3) 給付費 0 2,250,000 2,250,000

【繰越明許費】

・補正理由

　住民税非課税世帯に対する物価高騰対応重点支援給付金の支給に要する

　交付金の追加

　　住民税非課税世帯への給付

　　　給付額　　1世帯当たり3万円

　　　対象世帯　世帯全員の令和6年度の住民税均等割が非課税である世帯

　　　　　　　　70,600世帯

　　住民税非課税世帯のうち、子育て世帯への給付（こども加算）

　　　給付額　　18歳以下の児童1人当たり2万円

　　　対象世帯　住民税非課税世帯への給付対象世帯のうち、18歳以下の児童

　　　　　　　　を扶養している世帯　3,900世帯（対象児童数　6,600人）

・補正内容

　負担金補助及び交付金　2,250,000千円（皆増）

・財源

　国　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　2,250,000千円（皆増）
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住民税非課税世帯に対する物価高騰対応重点支援 

給付金支給事業 

健康福祉部福祉総務課 

電話:457-2321 

 

 

予算款 
戦略計画 

分野別計画 
補正額 

財源内訳 

国・県 市債 その他 一般財源 

民生費 健康・福祉 2,455,000 2,455,000 0 0 0 

※繰越明許費 

 

目
的 

物価高の影響を大きく受ける低所得世帯（住民税非課税世帯）及びその子育て世帯に対

して給付金を支給する。 

背
景 

国は「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」（令和 6 年 11 月 22 日

閣議決定）において、重点支援地方交付金の低所得世帯支援枠を追加的に拡大し、住民

税非課税世帯に給付金の支援を行うことを決定した。 

事
業
内
容 

１ 住民税非課税世帯への給付 

（１）支給対象世帯 

   世帯全員の令和 6年度の住民税均等割が非課税である世帯 

   ※住民税が課税されている者の扶養親族等のみからなる世帯を除く 

（２）対象見込世帯数 70,600 世帯 

（３）給付額 1 世帯当たり 3万円 

 

２ 住民税非課税世帯のうち、子育て世帯への給付（こども加算） 

（１）支給対象世帯 

   上記１の給付金支給対象世帯で 18歳以下の児童を扶養している世帯 

（２）対象見込世帯数等 3,900 世帯（対象児童数 6,600 人） 

（３）給付額      18 歳以下の児童 1 人当たり 2万円 

 

３ 基準日 令和 6 年 12 月 13 日 

 

４ 給付開始時期 令和 7 年 1 月下旬（予定） 

<支給イメージ> 

 

 

(単位：千円) 

住民税非課税世帯 ※過去給付金受給世帯で一定要件を満たす世帯は 

手続き不要 

※辞退又は口座変更を希望する世帯は届出が必要 

※一部世帯は申請書の入手・返送が必要 

②確認書の返送 

浜松市 

 ①お知らせ、確認書送付 

③指定口座へ振込 
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